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 地盤変動により生じた建物等の損害等に係る「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の施行について

（昭和３７年６月２９日閣議了解）」の第３の運用について、別紙のとおり定めたので、通知する。 

 

（別紙） 

公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動に  

より生じた建物等の損害等に係る事務処理要領  

 

 （趣旨） 

第１条 国土交通省の直轄の公共事業に係る工事の施行により不可避的に発生した地盤変動により、建物

その他の工作物（以下「建物等」という。）に損害等が生じた場合の費用の負担等に関する事務処理に

ついては、この要領に定めるところによるものとする。 

 （事前の調査等） 

第２条 公共事業に係る施設の規模、構造及び工法並びに工事箇所の地盤の状況等から判断して、工事の

施行による地盤変動により建物等に損害等が生ずるおそれがあると認められるときは、当該損害等に対

する措置を迅速かつ的確に行うため、工事の着手に先立ち、又は工事の施行中に起業地及びその周辺地

域において、次の各号に掲げる事項のうち必要と認められるものについて調査を行うものとする。 

一 地形及び地質の状況 

二 地下水の状況 

三 過去の地盤変動の発生の状況及びその原因 

四 地盤変動の原因となるおそれのある他の工事等の有無及びその内容 

五 建物等の配置及び現況 

六 その他必要な事項 

 （地盤変動の原因等の調査） 

第３条 起業地の周辺地域の建物等の所有者又は使用貸借若しくは賃貸借による権利に基づき建物等を

使用する者（以下「使用者」という。）から地盤変動による建物等の損害等（以下単に「地盤変動によ

る損害等」という。）の発生の申出があつたときは、地盤変動による損害等と工事との因果関係につい

て、速やかに、調査を行うものとする。 

２ 前項の調査は、次の各号に掲げる事項のうち必要と認められるものについて行うものとする。 

一 工事着手時の地形及び地下水位と地盤変動による損害等の発生時の地形及び地下水位との比較 

二 工事着手前、工事中又は工事完了後における地形及び地下水位の変化 

三 工事の工程と地盤変動による損害等の発生の時間的関連性 

四 工事による湧水の発生時期及びその量 



五 工事箇所と地盤変動による損害等の発生地点との平面的及び立体的な位置関係 

六 地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響の有無及びその程度 

七 その他必要な事項 

 （損害等が生じた建物等の調査） 

第４条 前条の調査の結果等から建物等の損害等が公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動によ

り生じたものであると認められるときは、当該損害等が生じた建物等の状況について、速やかに調査を

行うものとする。この場合において、地盤変動が継続しているときは、その状況を勘案して継続して調

査を行うものとする。 

 （応急措置） 

第５条 地盤変動が発生したことにより、建物等の所有者に第６条第２項に規定する社会生活上受忍すべ

き範囲（以下「受忍の範囲」という。）を超える損害等が生じ、又は生ずると見込まれる場合において、

前３条の調査の結果等から当該損害等の発生が当該工事による影響と認められ、かつ、緊急に措置を講

ずる必要があると認められるときは、合理的かつ妥当な範囲で、応急措置を講ずるものとする。 

 （費用負担の要件） 

第６条 第３条及び第４条の調査の結果等から公共事業に係る工事の施行により発生したと認められる

地盤変動により、建物等の所有者に受忍の範囲を超える損害等が生じた場合においては、当該損害等を

てん補するために必要な最小限度の費用を負担することができるものとする。 

２ 前項に規定する「受忍の範囲を超える損害等」とは、建物等の全部又は一部が損傷し、又は損壊する

ことにより、建物等が通常有する機能を損なわれることをいうものとする。 

 （費用の負担） 

第７条 前条第１項の規定により負担する費用は、原則として、損害等が生じた建物等を従前の状態に修

復し、又は復元すること（以下「原状回復」という。）に要する費用とするものとする。この場合にお

いて原状回復は、建物等の使用目的及び使用状況、損害等の発生箇所及び発生状況並びに建物等の経過

年数等を総合的に判断して、技術的及び経済的に合理的かつ妥当な範囲で行うものとする。 

２ 前項の規定により負担する原状回復に要する費用は、次の各号に掲げる方法のうち技術的及び経済的

に合理的と認めるものによる費用とし、付録の式によって算定するものとする。 

一 建物等の損傷箇所を補修する方法（建物等に生じた損傷が構造的損傷を伴つていないため、主とし

て壁、床、天井等の仕上げ部を補修することによつて原状回復を行う方法） 

二 建物等の構造部を矯正する方法（建物等に生じた損傷が構造的損傷を伴つているため、基礎、土台、

柱等の構造部を矯正したうえ前号の補修をすることによつて原状回復を行う方法） 

三 建物等を復元する方法（建物等に生じた損傷が建物等の全体に及び前２号に掲げる方法によっては

原状回復することが困難であるため、従前の建物等に照応する建物等を建設することによつて原状回

復を行う方法） 

 （応急措置に要する費用の負担） 

第８条 第５条に規定する場合において、建物等の所有者又は使用者が応急措置を講じたときは、当該措

置に要する費用のうち適正に算定した額を負担するものとする。 

 （その他の損害等に対する費用の負担） 

第９条 前２条の規定による費用の負担のほか、建物等が著しく損傷したことによつて建物等の所有者又

は使用者が仮住居の使用、営業の一時休止等を余儀なくされたことによる損害等については、その損害

等の程度に応じて「国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準（平成１３年１月６日付け国土交



通省訓第７６号）」に定めるところに準じて算定した額を負担することができるものとする。 

 （費用負担の請求期限） 

第１０条 費用の負担は、建物等の所有者又は使用者から当該公共事業に係る工事の完了の日から一年を

経過する日までに請求があつた場合に限り行うことができるものとする。 

 （費用負担の方法） 

第１１条 費用の負担は、原則として、建物等の所有者又は使用者に各人別に金銭をもつて行うものとす

る。ただし、他の法令の定めがある場合においては、当該法令の定めるところによるものとする。 

２ 前項の負担は、渡し切りとするものとする。 

 （複合原因の場合の協議） 

第１２条 地盤変動による損害等が他の工事等の施行に係るものと複合して起因していることが明らか

な場合は、当該工事等の施行者と損害等に係る費用の負担の割合等について協議するものとする。 

 

   附 則 

１ この要領は、昭和６１年４月１日から適用する。 

２ 費用の負担について、既に協議を行つているものについては、この要領によらないことができるもの

とする。 

３ 建設省の直轄の公共事業に係る工事の施行により生じた工事振動により建物等に損害等が生じた場

合の費用の負担については、この要領に応じて処理するものとする。 

 

付録 

１ 建物等の損害箇所を補修する方法 

費用負担額＝仮設工事費＋補修工事費＋その他経費 

イ 仮設工事費は、建物等の補修工事を行うために必要と認められる足場の架設、清掃跡片付け等

に要する費用とする。 

ロ 補修工事費は、建物等の補修工事を行うために必要と認められる亀裂の目地詰め、建具の調整

等に要する費用とする。補修の方法と範囲については、別表修復基準を標準とするものとする。 

ハ その他経費は、建物等の損傷箇所の補修に伴い必要となるその他の経費とする。 

２ 建物等の構造部を矯正する方法 

費用負担額＝仮設工事費＋矯正工事費＋補修工事費＋その他経費 

イ 仮設工事費は、建物等の矯正工事及び補修工事を行うために必要と認められる遣形墨出し、足

場の架設、清掃跡片付け等に要する費用とする。 

ロ 矯正工事費は、土台、柱等の構造部又は基礎の傾斜、沈下等の矯正工事に要する費用とする。

ただし、土台、柱等の構造部又は基礎に係る従前の損傷が拡大した場合で、従前の状態、拡大の

程度等を勘案して必要と認められるときは、適正に定めた額を減額するものとする。 

ハ 補修工事費は、建物等の補修工事を行うために必要と認められる亀裂の目地詰め、建具の調整

等に要する費用とする。補修の方法と範囲については、別表修復基準を標準とするものとする。 

ニ その他経費は、建物等の構造部の矯正に伴い必要となるその他の経費とする。 

３ 建物等を復元する方法 

費用負担額＝仮設工事費＋解体工事費＋復元工事費＋その他経費 

イ 仮設工事費は、建物等の解体工事及び復元工事を行うために必要と認められる遣形墨出し、足



場の架設、清掃跡片付け等に要する費用とする。 

ロ 解体工事費は、従前の損壊した建物等の解体、撤去及び廃材処分に要する費用とする。 

ハ 復元工事費は、従前の建物等に照応する建物等を建設する工事に要する費用とする。 

ニ その他経費は、建物等の復元に伴い必要となるその他の経費とする。



別表 

修 復 基 準 
 損傷の発 
生箇所 

修復の方法と範囲  

損傷が新たに発生したもの 従前の損傷が拡大したもの 

  外 壁 

 発生箇所に係る壁面を従前と同程度の仕 
上げ材で塗り替え、又は取り替える。ただ 
し、ちり切れにあたつては、発生箇所を充 
てんする。 

 発生箇所を充てんし、又は従前と同程度の 
仕上げ材で補修する。ただし、損傷の拡大が 
著しい場合は、発生箇所に係る壁面を従前と 
同程度の仕上げ材で塗り替え、又は取り替え 
ることができるものとする。 

内 壁 
天 井 

 発生箇所に係る壁面を従前と同程度の仕 
上げ材で塗り替え、又は張り替える。ただ 
し、発生箇所が納戸、押入れ等の場合又は 
ちり切れの場合にあっては、発生箇所を充 
てんする。 
 経過年数が１０年未満の建物及び維持管 
理の状態がこれと同程度と認められる建物 
で発生箇所が納戸、押入れ等以外の居室等 
の場合は、当該居室等のすべての壁面を従 
前と同程度の仕上げ材で塗り替え、又は張 
り替えることができるものとする。 

 発生箇所を充てんし、又は従前と同程度の 
材料で補修する。ただし、損傷の拡大が著し 
い場合は、発生箇所に係る壁面を従前と同程 
度の仕上げ材で塗り替え、又は張り替えるこ 
とができるものとする。 

建 具 

 建付けを調整する。ただし、建付けを調 
整することが困難な場合にあつては、建具 
を新設することができるものとする。 

 建付けを調整する。ただし、建付けを調整 
することが困難な場合にあつては、建具を新 
設することができるものとする。 

タイル類 

 目地切れの場合にあつては、発生箇所の 
目地詰めをし、亀裂又は破損の場合にあつ 
ては、発生箇所を従前と同程度の仕上げ材 
で張り替える。ただし、浴室、台所等の水 
を使用する箇所で漏水のおそれのある場合 
は、必要な範囲で張り替えることができる 
ものとする。 
 玄関回り等で亀裂又は破損が生じた場合 
は、張り面のすべてを従前と同程度の仕上 

 発生箇所を充てんする。ただし、発生箇所 
が浴室、台所等の水を使用する箇所で損傷の 
拡大により漏水のおそれのある場合は、必要 
な範囲で張り替えることができるものとす 
る。 

  げ材で張り替えることができるものとする。   

コンクリ 
ート叩 

 コンクリート又はモルタルで充てんし、 
又は不陸整正する。ただし、損傷が著しい 
場合は、必要な範囲で解体し、新たに打設 
することができるものとする。 

 コンクリート又はモルタルで充てんし、又 
は不陸整正する。ただし、損傷が著しい場合 
は、必要最小限の範囲で解体し、新たに打設 
することができるものとする。 

屋 根 

 瓦ずれが生じている場合は、ふき直し、 
瓦の破損等が生じている場合は、従前と同 
程度の瓦を補足し、ふき直す。 

 瓦ずれが生じている場合は、ふき直し、瓦 
の破損等が生じている場合は、従前と同程度 
の瓦を補足し、ふき直す。 

衛生器具 

従前と同程度の器具を新設する。  器具の種類及び損傷の状況を考慮して必要 
な範囲を補修する。ただし、補修では回復が 
困難と認められる場合は、従前と同程度の器 
具を新設することができるものとする。 

その他 

 発生箇所、損傷の状況等を考慮して従前 
の状態又は機能に回復することを原則とし 
て補修する。 

 発生箇所、損傷の状況等を考慮して従前の 
状態又は機能に回復することを原則として補 
修する。 

 


